
電力レジリエンスワーキンググループ中間論点整理
台風15号及び台風19号の対応を踏まえ、国民生活を支える安定的な電力供給、停電の早期復旧を実現
する観点から、以下の論点を中心に引き続き検討を行い、政府全体の検証に報告を行うこととする。

 鉄塔・電柱の技術基準見直しを含めた検討
 レジリエンス強化のための無電柱化推進（関係省庁との連携）
 災害に強い分散型グリッドの推進
 老朽化・需給動向等を見据えた次世代型ネットワーク転換のための送配電網の強靱化・スマート化(計画的な更新
投資)とコスト効率化の両立（それを支える電気(託送)料金制度改革）

 要員を逐次投入せず、初動から現場確認等のための最大限の体制を構築（他部門や関連会社含め動員）
 巡視効率化のためのカメラ付きドローン、ヘリ等の活用拡大、情報の一元管理のためのシステムの導入
 停電復旧情報のビッグデータ化と衛星画像やAI等を用いた迅速な被害・復旧予測

 電源車派遣の効率化や復旧手法・設備仕様の統一化などを通じた復旧作業の迅速化
（電力会社間の災害時連携の強化、災害が発生した際に、他電力等からの支援を円滑に受け入れる体制（受援体制）の構築）

 設備の完全復旧よりも早期の停電解消を最優先する「仮復旧」方式の徹底
 電力供給を担う全ての事業者が協調し復旧活動等に従事するための仕組みづくり
 電力会社による個別情報の自治体等への提供
 電力会社と自治体・自衛隊との連携を通じた倒木処理・伐採の迅速化
 災害復旧費用の相互扶助

インフラ投資等

オペレーション改善等

（３）電力ネットワークの強靱化によるレジリエンス強化

（１）迅速な情報収集・発信を通じた初動の迅速化、国民生活の見通しの明確化

（２）被害発生時の関係者の連携強化による早期復旧
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 電力ネットワークの末端の配電設備の被害が広範囲で発生。加えて、鉄塔など送電設備にも被害が発生。
 鉄塔については、今後行う総点検の結果や風況に関する地域の実情も踏まえ、技術基準の見直しを含めた検討を早
急に実施。既設の送配電網についても、老朽化や将来の需給動向等を踏まえ、次世代型ネットワークへの転換を図る
上で、電力会社が強靱化やスマート化を計画的かつコスト効率的に実施する必要。緊急時の電力融通に資する地域
間連系線の増強も促進。また、レジリエンス強化に向けて、費用対効果も考慮しながら、無電柱化の加速化が必要。

＜今後事業者からのヒアリング結果等も踏まえ本WGで更に検討を深める事項＞
 レジリエンス強化のための無電柱化の推進
＜他の小委等にタスクアウトし速やかに制度面での検討に着手するもの＞
 鉄塔・電柱の技術基準見直しを含めた検討、地域間連系線の増強促進
 老朽化・需要動向等を見据えた次世代型ネットワーク転換のための送配電網の強靱化・スマート化（計画的な
更新投資）と、それを支え、コスト効率化と両立させるための電気料金制度改革（託送料金）

今後の主な対策

＜鉄塔の倒壊（君津市）＞
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（基数）

今後、1970年代に投資された送電設備の多くで
老朽化が進展、建替え・大規模修繕の必要性が高まっていく

＜全国の送電鉄塔の建設年別の内訳＞＜飛来物による電柱倒壊（東金市）＞
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（参考）電力ネットワークの強靱化、電源等の分散化によるレジリエンス強化



 山間部など、倒木により設備の復旧が長期化した地域（「復旧難航地域」）は、地理的制約により事前の防災対策
が困難なケースもあると考えられ、今後は、こうした地域であらかじめ分散型電源（再エネ、蓄電池、コジェネ、電動車
等）を活用することにより、災害時・緊急時のレジリエンスを向上させる方策について検討が必要。

 また、北海道ブラックアウト等も踏まえ、最新の電源の導入や多様化・分散化を促進するための仕組みや、住民の生活
維持や事業活動の継続に不可欠な社会的重要施設への自家発等の導入拡大が必要。

＜他の小委等にタスクアウトし速やかに制度面での検討に着手するもの＞
 災害時に自立運転可能な再エネ等分散型電源の地域への導入拡大、災害に強い分散型グリッドの推進
 設備の老朽化や再エネ大量導入も踏まえた最新の電源の導入や多様化・分散化の促進

今後の主な対策
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＜災害に強い分散型グリッドのイメージ＞

（参考）電力ネットワークの強靱化、電源等の分散化によるレジリエンス強化



10月

11月

12月
以降

●10/3（木）

取りまとめ

●10/31（木）

（引き続き議論）
ー巡視の効率化
ー倒木処理・伐採の迅速化
ー災害時の連携強化 等
※東京電力からも課題や対応策を聴取

●12月中
取りまとめ

検証チーム会議
第1回開催

（参考）今後のスケジュール

政府全体での検証
（内閣府等）

経済産業省での検証
総合資源エネルギー調査会
産業構造審議会 合同
電力レジリエンスWG

他の審議会等での議論
（経済産業省）

●12月中

中間整理報告

主に運用上の改善・
フォローアップを実施

報告

報告

制度検討のタスクアウト

議論に応じてタスクアウト

速やかに制度面での検討に着手

ー東京電力からの報告

①電力システム構築小委員会
ー託送制度改革、地域間連系線の増強促進 等

➁鉄塔及び電柱の損壊事故調査検討WG
ー設備の技術基準の見直しを含めた検討

③再エネ主力電源化制度改革小委員会
ーFIT抜本改革 等

④石天・鉱業小委（資源・燃料分科会）
ー燃料供給リスク対応 等

等

●10/3（木）
－検証作業開始

4

順次、制度の見直しを実施




